　千 葉 市 中 小 企 業 資 金 融 資 損 失 て ん 補 要 綱
（目的）
第１条　この要綱は、市内の中小企業者に対する事業資金の融資を円滑にするため、中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号。以下「法」という。）に基づき、千葉県信用保証協会（以下「保証協会」という。）が行う中小企業者の金融機関からの借入れによる債務の保証について保証協会が受けた損失を市がてん補し、もって中小企業の振興を図ることを目的とする。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）中小企業者　法第２条第１項に規定する者であって、市内に店舗、事務所、工場、事業所等の設備等を有するものをいう。ただし、千葉市ＣＬＯ活用資金融資にあっては、市内に事務所又は事業所を有する法人で、法第２条第１項第１号、第１号の２又は第３号のいずれかに該当するものをいう。
（２）損失　保証協会が債務保証契約に基づいて中小企業者のために弁済した借入金の額をいう。
（３）金融機関　銀行、信用金庫、信用組合及び商工組合中央金庫のうち、市長が指定するものをいう。
　
（損失てん補）
第３条　保証協会は、中小企業者を対象とした市の融資に係る債務の保証（法第３条第１項に規定する特殊保証を含む。以下同じ。）で、次に掲げる事項に該当するものにより被った損失について、この要綱の定めるところにより損失てん補を受けることができる。
（１）中小企業者の市内に所在する店舗、事務所、工場、事業所等の経営に必要な施設資金又は運転資金に係るものであること。
（２）融資期間が１５年以下であること。ただし、市長が認めるときは、この限りでない。
　
（損失てん補に係る覚書の締結及び代位弁済）
第４条　保証協会は、「千葉市中小企業資金融資」、「千葉市チャレンジ資金融資」及び「千葉市ＣＬＯ活用資金融資」の促進に関する覚書（以下「覚書」という。）を市との間に締結するものとする。

２　保証協会は、信用保証をした債務者に事故が発生したときは、市長に対して代位弁済事前通知を行うものとする。

３　市長は、前項の規定による通知を受けた場合で、手続きに異議があるときは意見書を保証協会に送付するものとする。

４　保証協会は、前項の規定による市長の異議がない場合は代位弁済を行うものとする。
５　保証協会は、前項の規定により代位弁済を行ったときは、前条の規定による損失てん補を受けるものとする。
（損失てん補の限度）
第５条　市長は、前条の覚書に基づく損失てん補の合計額が、その会計年度において本市が措置した損失てん補の予算の額を超えるときは、損失てん補の履行を繰り延べることができる。
　
（損失てん補の請求）
第６条　保証協会は、損失てん補を受けようとするときは、損失補償金交付申請書に損失計算書及び必要な証拠書類を添えて、市長に損失てん補の請求をすることができる。
２　保証協会は、損失の回収のために必要な措置（覚書のない債権の回収のため通常とらなければならない措置をいう。）を講じた後でなければ、損失てん補を請求することができない。
３　保証協会は、損失の発生の日から１年６月を経過した後は、損失てん補を請求することができない。
　（損失てん補金）
第７条　市がこの要綱に基づき交付するてん補金の額は、損失の額から保証協会が損失の発生の時から損失てん補の請求の時までに中小企業から回収した額又は回収することができる額を控除した残額に別表に定める損失てん補率を乗じて得た額とする。ただし、平成１９年１０月１日以降に、国の定めた責任共有制度要綱２．に定めた負担金方式を選択した金融機関からの融資についてのてん補金については、別表に定める損失てん補率の１０分の８の割合を乗じることとする。
　
（覚書の取消し等）
第８条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、その請求に係る損失てん補を行わず、すでに交付した損失てん補金の全部若しくは一部を返還させ、又は覚書を取り消すことができる。
（１）損失が保証協会の故意又は重大な過失により発生したとき。
（２）保証協会が提出する書類に記載すべき事項を記載せず、又は不実の記載をしたとき。
（３）保証協会が事実を隠し、不実のことを告げたとき。

（４）前３号に掲げるもののほか、保証協会がこの要綱の規定又は覚書に違反したとき。
　
（求償の義務）
第９条　保証協会は、この要綱に基づき損失てん補を受けたときは、当該損失てん補に係る中小企業者に対して求償に努めなければならない。
　
（回収金の納付）
第１０条　損失てん補金の交付を受けた保証協会は、損失てん補の請求をした後において回収した額と損失てん補金の交付を受けた日の翌日以後受領した利息の額との合計額に交付を受けた損失てん補の額の第７条に規定する残額に対する割合を乗じて得た額を市に納付しなければならない。
　
（損失てん補に係る債権の管理）
第１１条　保証協会は、第４条第３項の規定により損失てん補の承諾を受け、又は第７条に規定する損失てん補金の交付を受けた債権の管理及び回収については、損失てん補の契約のない債権と同様の注意を持って行わなければならない。
（損失てん補に係る債権の放棄）
第１２条　保証協会は、損失てん補金の交付を受けた債権の放棄をしようとするときは、あらかじめ市長の承認を得なければならない。

　
（委任）
第１３条　この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が定める。
　　　附　則
　この要綱は、平成４年４月１日から施行する。
　　　附　則
１　この要綱は、平成５年５月２１日から施行する。
２　この要綱による改正後の千葉市中小企業資金融資損失てん補要綱第３条の規定は、平成５年５月２１日以後保証協会が締結した契約に基づく債務保証に係る損失てん補について適用し、同日前に保証協会が締結した契約に基づく債務保証に係る損失てん補については、なお従前の例による。
　　　附　則
１　この要綱は平成７年１１月１日から施行する。
２　この要綱による改正後の千葉市中小企業資金融資損失てん補要綱第３条の規定は、平成７年　　１１月１日以後保証協会が締結した契約に基づく債務保証に係る損失補てんについて適用し、同　日前に保証協会が締結した契約に基づく債務保証に係る損失補てんについては、なお従前の例に　よる。
　　　附　則
　この要綱は、平成８年４月１日から施行する。
附　則
　この要綱は、平成９年４月１日から施行する。

　　　附　則
　この要綱は、平成１０年１０月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。ただし、第３条（５）「倒産関連中小企業者」「倒産関連保証」の改正規定は平成１２年１２月２５日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１４年２月１日から施行する。
附　則
１　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。
２　この要綱施行後の第３条の規定は、平成１５年４月１日以後信用保証協会が締結した契約に基づく債務保証に係る損失補てんについて適用し、同日前に保証協会が締結した契約に基づく　　債務保証に係る損失補てんについては、なお従前の例による。
　　　附　則
　この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、平成１９年１０月１日から施行する。
　　附  則

この要綱は、平成２０年２月１日から施行する。

附  則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。
附  則

この要綱は、平成２１年１２月１日から施行する。

附  則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附  則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

　　
　　附　則

この要綱は、平成２６年１月１日から施行する。

　　附　則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和２年１１月２４日から施行する。

附　則

この要綱は、令和４年２月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和４年６月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和５年１２月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和６年９月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。
損　失　補　償　一　覧　表
	【根拠法の基準日は令和４年１２月２３日】

	No
	保険条件
（一般・特例等）
	根拠法
	保険・種別
コード
	てん補率

	[１]
	普通保険
	中小企業信用保険法（第3条）
	02
	20%
（注8参照）
（注14参照）
（注18参照）
（注25参照）

	[２]
	無担保保険
	　　　　〃　　　　（第3条の2）
	10
	15%
（注9参照）
（注15参照）
（注19参照）
（注22参照）
（注26参照）

	[３]
	特別小口保険
	　　　　〃　　　　（第3条の3）
	09
	15%

	[４]
	流動資産担保保険
	　　　　〃　　　　（第3条の4）
	17
	15%

	[５]
	公害防止保険
	　　　　〃　　　　（第3条の5）
	11
	15%

	[６]
	エネルギー対策保険
	　　　　〃　　　　（第3条の6）
	13
	15%

	[７]
	海外投資関係保険
	　　　　〃　　　　（第3条の7）
	14
	15%

	[８]
	新事業開拓保険
	　　　　〃　　　　（第3条の8）
	15
	15%

	[９]
	事業再生保険
	        〃        （第3条の9）
	18
	15％
（注1参照）

	[10]
	特定社債保険
	〃　　　　（第3条の10）
	16
	15%

	[11]
	特定支払契約保険
	〃　　　　（第3条の11）
	19
	20％

	[12]
	災害関係特例
	激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（第12条）
	01
	15%
（注7参照）

	[13]
	経営安定関連特例
	中小企業信用保険法（第12条）
	02
	15%
（注2参照）
（注3参照）
（注4参照）
（注20参照）
（注23参照）
（注24参照）

	[14]
	危機関連特例
	　　　　〃　　　　（第15条）
	81
	5％

	[15]
	労働力確保関連特例
	中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律（第10条）
	17
	15%

	[16]
	中小小売商業
関連特例
	中小小売商業振興法（第5条の3）
	18
	15%

	[17]
	商店街整備等
支援関連特例
	　　　　〃　　　　（第5条の4）
	19
	15％
（注6参照）

	[18]
	伝統的工芸品
支援関連特例
	伝統的工芸品産業の振興に関する法律（第18条）
	22
	15％
（注6参照）

	[19]
	地域伝統芸能等
関連特例
	地域伝統芸能等を活用した行事の実施による観光及び特定地域商工業の振興に関する法律（第6条）
	26
	15%

	[20]
	小規模事業者
支援関連特例
	商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（第9条）
	30
	15％
（注6参照）

	[21]
	中心市街地商業等
活性化関連特例
	中心市街地の活性化に関する法律（第53条）
	44
	15%

	[22]
	中心市街地商業等
活性化支援関連特例
	        〃　　　　
	45
	15％

	[23]
	創業等関連特例
	産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律による改正前の中小企業等経営強化法（第4条）
	46
	20%
（注1参照）

	[24]
	経営革新関連特例
	中小企業等経営強化法（第22条）
	49
	15%

	[25]
	特定新技術事業活動
関連特例
	科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（第34条の13）
	47
	15%

	[26]
	経営革新等支援
関連特例
	中小企業等経営強化法（第37条）
	72
	15％
（注6参照）

	[27]
	経営力向上関連特例
	　　　　〃　　　　　（第22条）
	78
	15%

	[28]
	情報処理支援関連特例
	　　　　〃　　　　　（第44条）
	87
	15％
（注6参照）

	[29]
	社外高度人材活用新事業
分野開拓関連特例
	　　　　〃　　　　　（第10条）
	91
	15%

	[30]
	事業継続力強化関連特例
	　　　　〃　　　　　（第60条）
	92
	15%

	[31]
	連携事業継続力
強化関連特例
	　　　　〃　　　　　（第61条）
	93
	15%

	[32]
	特定連携事業継続力
強化関連特例
	　　　　〃
	97
	15％
（注6参照）

	[33]
	創業関連特例
	産業競争力強化法（第129条）
	51
	20%
（注5参照）
（注10参照）
（注21参照）

	[34]
	連携創業支援等
関連特例
	　　　　〃　　　（第130条）
	76
	15％
（注6参照）

	[35]
	特定信用状関連特例
	　　　　〃      （第132条）
	63
	15％

	[36]
	事業再生計画
実施関連特例
	　　　　〃      （第53条）
	75
	15%
（注11参照）
（注12参照）
（注13参照）

	[37]
	特定中小企業再生
支援関連特例
	　　　　〃      （第139条）
	55
	15％
（注6参照）

	[38]
	事業再生円滑化
関連特例
	　　　　〃      （第52条）
	64
	15％

	[39]
	技術等情報漏えい防止措置関連特例
	　　　　〃　 　 （第76条）
	90
	15％
（注6参照）

	[40]
	周辺地域整備
関連特例
	発電用施設周辺地域整備法（第11条）
	56
	15%
（注6参照）


	[41]
	下請振興
関連特例
	下請中小企業振興法（第11条）
	57
	15%

	[42]
	特定下請連携事業
関連特例
	　　　　〃　　　　
	74
	15％

	[43]
	下請中小企業取引機会創出事業関連特例
	　　　　〃　　　　（第20条）
	98
	15％

	[44]
	流通業務総合
効率化関連特例
	流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（第18条）
	59
	15％

	[45]
	農商工等連携
事業関連特例
	中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律（第8条）
	65
	15％

	[46]
	農商工等連携
支援関連特例
	　　　　〃　　　　
	66
	15％
（注6参照）

	[47]
	経営承継関連特例
	中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（第13条）
	67
	15％
（注6参照）

	[48]
	特定経営承継関連特例
	　　　　〃　　　　
	82
	15％
（注6参照）

	[49]
	経営承継準備関連特例
	　　　　〃　
	88
	15％
（注6参照）

	[50]
	特定経営承継
準備関連特例
	　　　　〃
	89
	15％
（注6参照）

	[51]
	経営承継借換関連特例
	　〃　
	96
	15％
（注16参照）
（注17参照）

	[52]
	商店街活性化
事業関連特例
	商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法律（第8条）
	69
	15％

	[53]
	商店街活性化
支援関連特例
	　　　　〃　　　　
	70
	15％
（注6参照）

	[54]
	東日本大震災
復興緊急特例
	東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（第128条）
	71
	5％

	[55]
	情報提供支援関連特例
	中小企業支援法（第16条）
	73
	15％
（注6参照）

	[56]
	地域経済牽引
事業関連特例
	地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（第19条）
	79
	15％

	[57]
	地域経済牽引
支援関連特例
	　　　　〃　　　　　　　（第33条）
	80
	15％
（注6参照）

	[58]
	商店街活性化
促進事業関連特例
	地域再生法（第17条の16）
	83
	15％

	[59]
	先端設備等
導入関連特例
	中小企業等経営強化法（第54条）
	86
	15％

	[60]
	情報処理システム
運用・管理関連特例
	情報処理の促進に関する法律（第37条）
	94
	15％

	[61]
	特定高度情報通信技術
活用システム開発供給等
関連特例
	特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律（第27条）
	95
	15％

	[62]
	農林水産物・食品輸出促進
支援関連特例
	農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（第49条）
	A6
	15％
（注6参照）

	[63]
	供給確保関連特例
	経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（第28条）
	A7
	15％

	[64]
	破綻金融機関等
関連特別保険
	破綻金融機関等の融資先である中堅事業者に係る信用保険の特例に関する臨時措置法（第3条）
	－
	7.5％

	[65]
	破綻金融機関等
関連特別無担保保険
	　　　　〃　　　　（第4条）
	－
	7.5％


№［1］から［11］までが一般関係保険条件、［12］から［63］までが特例関係保険条件であり､［64］［65］は破綻金融機関等関連特別保険等である｡ 

（注１）平成２１年１２月１日以降に乙が保証承諾したものについては、てん補率５％。       

（注２）中小企業信用保険法（以下「保険法」という。）第２条第５項第７号及び第８号に該当する特定中小企業者に係るもの（特別小口保険（保険法第２条第３項第１号から第６号までに規定される小規模企業者に係るものに限る。以下同じ。）、小口零細企業保証制度及び求償権消滅保証に係る保証を除く。）を除き、平成２１年１２月１日以降に乙が保証承諾したものについてはてん補率５％。
（注３）保険法第２条第５項第５号に該当する特定中小企業者に係るもののうち、平成２１年１２月１日以降に乙が保証承諾したものについてはてん補率５％。平成２６年１月１日以降に乙が保証承諾したものについてはてん補率１０％。平成３０年４月１日以降に乙が申込受付したものについてはてん補率１５％（ただし、特別小口保険、小口零細企業保証制度及び求償権消滅保証に係る保証については、てん補率１０％。）。ただし、令和２年３月１３日付け経済産業省告示第４９号により経済産業大臣が認める場合として指定した期間（保険法第１５条の規定により経済産業大臣が延長した期間を含む。以下同じ。）に乙が申込を受付し、かつ融資実行されたものについてはてん補率６％（ただし、特別小口保険、小口零細企業保証制度及び求償権消滅保証に係る保証については、てん補率５％。）。
（注４）保険法第２条第５項第６号に該当する特定中小企業者に係るものについては､てん補率７．５％。ただし、平成２１年１２月１日以降に乙が保証承諾したものについては、てん補率３％、平成３０年４月１日以降に乙が保証承諾したものについては、てん補率５％。
（注５）産業競争力強化法第１２９条第１項に規定される創業関連保証（同条第４項各号に掲げる要件のいずれにも該当する創業者である中小企業者に係るものに限る。）については､てん補率７．５％。ただし、平成２１年１２月１日以降に乙が保証承諾したものについては、てん補率３％、平成３０年４月１日以降令和５年９月３０日以前に乙が保証承諾したものについては、てん補率５％、令和５年１０月１日以降に乙が保証承諾したものについては、てん補率３％。
（注６）普通保険を適用するものについては､ てん補率２０％。
（注７）平成２３年３月１３日以降、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づいて指定された激甚災害に係るものについては、てん補率５％。
（注８）トライアル支援資金に係るものについては、てん補率３０％。
（注９）トライアル支援資金に係るものについては、てん補率２０％。
（注１０）産業競争力強化法第１２９条第１項に規定される創業関連保証（同条第４項各号に掲げる要件のいずれにも該当する創業者である中小企業者に係るものを除く。）については、てん補率５％。
（注１１）事業再生計画実施関連保証制度のうち、責任共有制度の対象除外となる乙の保証付きの既往借入金（平成１９年９月３０日以前に乙が申込を受け付けた保証であって保証割合が１００％の保証を含む。以下同じ。）を借り換える場合（乙の保証付きの既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限る。）については、てん補率５％。令和３年４月１日以降に乙が申込を受付した同保証制度であって保険法第２条第５項第５号に該当する特定中小企業者に係るもののうち令和２年３月１３日付け経済産業省告示第４９号により経済産業大臣が認める場合として指定した期間（延長後の期間を含む。）に乙が申込を受付し、かつ融資実行された責任共有制度の対象となる乙の保証付きの既往借入金を借り換える場合（乙の保証付きの既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限る。）については、てん補率６％。
（注１２）事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）制度のうち、責任共有制度の対象除外となる乙の保証付きの既往借入金または保険法第２条第５項第５号に該当する特定中小企業者に係るもののうち令和２年３月１３日付け経済産業省告示第４９号により経済産業大臣が認める場合として指定した期間（延長後の期間を含む。）に乙が申込を受付し、かつ融資実行された乙の保証付きの既往借入金を借り換える場合（乙の保証付きの既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限る。）については、てん補率５％。
（注１３）事業再生計画実施関連保証（経営改善・再生支援強化型）制度のうち、責任共有制度の対象除外となる乙の保証付きの既往借入金または保険法第２条第５項第５号に該当する特定中小企業者に係るもののうち令和２年３月１３日付け経済産業省告示第４９号により経済産業大臣が認める場合として指定した期間（延長後の期間を含む。）に乙が申込を受付し、かつ融資実行された乙の保証付きの既往借入金を借り換える場合（乙の保証付きの既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限る。）については、てん補率５％。
（注１４）事業承継特別保証制度（事業承継特別保証制度要綱１０．のただし書きによる信用保証料率が適用される場合に限る。）については、てん補率７％。
（注１５）事業承継特別保証制度（事業承継特別保証制度要綱１０．のただし書きによる信用保証料率が適用される場合に限る。）については、てん補率５％。
（注１６）普通保険を適用するものについては､ てん補率２０％。ただし、経営承継借換関連保証事務取扱要領１４．（１）のただし書きによる信用保証料率が適用される場合については、てん補率７％。
（注１７）無担保保険を適用するものであって経営承継借換関連保証事務取扱要領１４．（１）のただし書きによる信用保証料率が適用される場合については、てん補率５％。
（注１８）伴走支援型特別保証制度（特例関係保険に係る保証を除く。）については、てん補率７％。
（注１９）伴走支援型特別保証制度（特例関係保険に係る保証を除く。）については、てん補率５％。
（注２０）注３の規定にかかわらず、令和４年２月１日以降に乙が申込を受け付けた伴走支援型特別保証制度（保険法第２条第５項第５号に該当する特定中小企業者に係るものに限る。）については、てん補率５％。
（注２１）注５及び注１０の規定にかかわらず、スタートアップ創出促進保証制度については、てん補率３％。
（注２２）事業者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度要綱（令和６年１月１８日制定２０２４０１１５中庁第１５号）による保証（以下、「経営者保証非提供促進特別保証」という。）（特例関係保険に係る保証を除く。）については、てん補率１１％。
（注２３）注３の規定にかかわらず、経営者保証非提供促進特別保証であって経営安定関連保証（保険法第２条第５項第５号に該当する特定中小企業者に係るもの（求償権消滅保証に係る保証を除く）に限る。）については、てん補率１１％。
（注２４）注３の規定にかかわらず、令和６年７月１日以降の保証承諾に係る経営力強化保証制度（保険法第２条第５項第５号に該当する特定中小企業者に係るものに限る。）については、てん補率５％。
（注２５）協調支援型特別保証制度については、てん補率１６％。ただし、既往の新型コロナウイルス感染症関連保証に係る借入金のみを借り換えする場合については、てん補率７％。既往の新型コロナウイルス感染症関連保証に係る借入金とは、次のいずれかに該当するものに限る。①保険法第２条第５項第４号（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る。）に該当する特定中小企業者に係るもの②保険法第２条第５項第５号に該当する特定中小企業者に係るもののうち令和２年３月１３日付け経済産業省告示第４９号により経済産業大臣が認める場合として指定した期間（延長後の期間を含む。）に乙が申込を受付し、かつ融資実行された乙の保証付きの既往借入金③保険法第２条第６項（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る。）に該当する特例中小企業者に係るもの④伴走支援型特別保証制度（ただし、①、②又は③に該当するものを除く）。
（注２６）協調支援型特別保証制度については、てん補率１１％。ただし、既往の新型コロナウイルス感染症関連保証に係る借入金のみを借り換えする場合については、てん補率５％。既往の新型コロナウイルス感染症関連保証に係る借入金とは、次のいずれかに該当するものに限る。①保険法第２条第５項第４号（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る。）に該当する特定中小企業者に係るもの②保険法第２条第５項第５号に該当する特定中小企業者に係るもののうち令和２年３月１３日付け経済産業省告示第４９号により経済産業大臣が認める場合として指定した期間（延長後の期間を含む。）に乙が申込を受付し、かつ融資実行された乙の保証付きの既往借入金③保険法第２条第６項（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る。）に該当する特例中小企業者に係るもの④伴走支援型特別保証制度（ただし、①、②又は③に該当するものを除く）。
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